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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第87期

第２四半期連結
累計期間

第87期
第２四半期連結
会計期間

第86期

会計期間
自　平成20年4月1日
至　平成20年9月30日

自　平成20年7月1日
至　平成20年9月30日

自　平成19年4月1日
至　平成20年3月31日

売上高 (千円) 12,539,948 6,084,449 31,967,554

経常利益又は経常損失(△) (千円) 156,130 △6,046 1,345,700

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 3,166 △54,498 799,488

純資産額 (千円) ― 13,504,36913,641,619

総資産額 (千円) ― 33,940,80035,205,705

１株当たり純資産額 (円) ― 1,118.85 1,132.96

１株当たり四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△）

(円) 0.27 △4.58 67.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 39.20 38.28

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 853,738 ― 756,866

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △523,480 ― △532,228

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △39,695 ― △646,617

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 4,146,069 3,855,508

従業員数 (人) ― 576 560

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　 しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 576〔81〕

(注) １．従業員数は就業人員であります。

２．臨時従業員数は、〔 〕内に当第２四半期連結会計期間の平均人数を外数で記載しております。なお、臨時従業

員数には派遣社員を除いております。

   

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 381〔43〕

(注) １．従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者５名を除く）であります。

２．臨時従業員数は、〔 〕内に当第２四半期会計期間の平均人数を外数で記載しております。なお、臨時従業員数

には派遣社員を除いております。 　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

金属製品事業 5,497,845

その他の事業 356,527

合計 5,854,372

(注) １　上記の金額には、販売予定価格で表示しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

金属製品事業 6,747,788 9,377,266

その他の事業 541,852 46,389

合計 7,289,640 9,423,655

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

金属製品事業 5,531,943

その他の事業 552,505

合計 6,084,449

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

東京電力㈱ 858,510 14.1

㈱関電工 486,622 8.0

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界

的な金融不安が高まるなか、原材料価格の高騰や輸出の鈍化による企業業績の悪化に伴い設備投資が減

少し、また、個人消費も停滞が続くなど、先行きは不透明さを増しており、景気後退色が強まる状況となっ

ております。

当社グループの関連業界におきましては、電力流通関連では、柏崎刈羽原子力発電所の停止に伴う主力

電力会社の大幅な減益により、流通設備保守・修繕費の抑制や、情報通信関連での鉄塔設備の投資一巡、

ならびに建築鉄骨関連においても市況悪化による需要減少など、厳しい事業環境が続いております。

このような状況のなか、当社グループは、お客様志向の技術提案型営業および関連市場の開拓を推進す

るとともに、迅速な情報の共有化、生産性の向上、コスト削減などに引き続き取組みました。

当第２四半期連結会計期間における売上高は、60億84百万円となり、利益については原材料価格の高騰

によるコスト増加分を吸収できなかったこと、および不良債権の発生に伴う貸倒引当金の積み増しや子

会社の少数株主負担を超える欠損金の増加による損失などを計上した結果、営業損失は5百万円、経常損

失は6百万円、四半期純損失は54百万円と、赤字決算となりました。

セグメント別の状況は下記のとおりです。

（金属製品事業）

鉄塔関係においては、設備投資の一巡による需要の減少により、電力用鉄塔および通信用鉄塔とも低調

に推移しました。金物関係では、電力用金物は前年同期並みであったものの、通信用金物などが減収とな

りました。建築鉄骨関係においては採算性の改善のため、適正業量までの受注選別を行っており、大幅な

減収となりました。

その結果、売上高は55億31百万円となりました。

（その他の事業）

Ｃ・Ｃ・ＢＯＸなどのコンクリート製品関係においては、公共投資の一時発注延期の反動により増収

となり、碍子関係および樹脂関係においても、販路拡大により堅調に推移しました。

その結果、売上高は５億52百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ12億64百万円減少し、339億

40百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ13億72百万円減少し、168億92百万円となりました。主な要因は、

受取手形及び売掛金が16億73百万減少したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ1億7百万円増加し、170億47百万円となりました。主な要因は、機

械及び装置が63百万円増加したことによるものであります。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ8億19百万円減少し、120億90百万円となりました。主な要因は支

払手形及び買掛金が7億84百万円減少したことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ3億8百万円減少し、83億45百万円となりました。主な要因は、社債

が2億49百万円減少したことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ1億37百万円減少し、135億4百万円となりました。主な要因は、利益

剰余金が１億15百万円減少したことによるものであります。

(3) キャッシュフローの状況

当第2四半期連結会計期間における現金及び現金同等物残高は、41億46百万円となりました。各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは売上債権の減少等により、2億63百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは2億10百万円の支出となりました。主な要因は有形固定資産の取

得による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは4億27百万円の支出となりました。主な要因は短期借入金の減少

によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

（大規模買付行為への対応方針について）

当社は、平成18年5月19日開催の当社取締役会において、大規模買付行為への対応方針の内容を決定し、

導入いたしました。なお、本対応方針につきましては、平成18年6月29日開催の当社第84回定時株主総会に

おいて、株主の皆様からご承認をいただいております。 

EDINET提出書類

那須電機鉄工株式会社(E01365)

四半期報告書

 6/27



①大規模買付ルールの目的 

当社は、当社の株券等について大規模買付行為が行われた場合、これを受け入れるか否かの判断は、

最終的には、株主の皆様によってなされるべきであると考えております。しかし、株主の皆様が将来実

現することができる企業価値ひいては株主の皆様全体の共同の利益を著しく損なうような大規模買付

行為に対しては、必要に応じて相当な対抗措置を講じるべきであると考えております。 そのため、株主

の皆様の判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供されるべきである、という

考えから、大規模買付者が遵守するべき一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定

めております。

②大規模買付ルールの内容 

当社が設定する大規模買付ルールとは、大規模買付者に対して、①事前に当社取締役会に対し必要か

つ十分な情報を提供する、②大規模買付行為につき当社取締役会による一定の評価期間を確保する、こ

とを要請するものです。当社取締役会は株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するため

に必要な情報や、かかる大規模買付行為に対する当社取締役会の意見を提供します。また株主の皆様に

大規模買付者の事業計画や当社取締役会の代替案等を提示、さらには大規模買付者との交渉・協議等

を行っていくなど、株主及び投資家の皆様の利益に資するよう、当該大規模買付ルールを運営してまい

ります。また、当社は本対応方針を適正に運用し、また当社取締役会によって恣意的な判断がなされる

ことを防止するため、特別委員会を設置いたします。 

③大規模買付行為が為された場合の対応方針 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措

置はとりません。ただし、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が

明らかに濫用目的によるものと認められる場合には、当社取締役会は株主共同の利益を守ることを目

的として、新株予約権の発行等、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとり大規模買付

行為に対抗する場合があります。

④大規模買付ルールの有効期限、変更及び廃止 

本対応方針の有効期限は平成21年に開催される当社定時株主総会後に最初に開催される取締役会の

終了時点までとしております。また、本対応方針は有効期間中であっても当社株主全体の利益の観点か

ら本対応方針を随時見直し、場合によっては、取締役会の決議により必要に応じて本対応方針を廃止ま

たは変更することがあります。本対応方針が廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事

実及び変更の場合にはその内容その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報を

開示いたします。 

(5)研究開発活動

当第2四半期連結会計期間の研究開発費の総額は97,162千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
東京証券取引所
(市場第２部)

       ―

計 12,000,000 12,000,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成20年7月 1日～
　平成20年9月30日

― 12,000 ― 600,000 ― 9,392

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社那須商事 東京都杉並区南荻窪一丁目33-25 630 5.25

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目1-1 600 5.00

日本トラスティー・サービス信
託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目8-11 575 4.79

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目1-2 500 4.16

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目2-1 408 3.40

株式会社メタルワン建材 東京都千代田区岩本町三丁目2-4 307 2.55

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目7-3 300 2.50

那須俊好 東京都杉並区 279 2.32

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目2-3 251 2.09

那須正弘 東京都杉並区 246 2.05

計 ― 4,096 34.13

(注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）575千株

２．次の法人から、大量保有報告書に係る変更報告書の提出があり（報告義務発生日　平成19年９月14日）、 次の

とおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末における当該法

人名義の実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

大和証券投資信託委託株式会社 東京都中央区日本橋茅場町二丁目10番5号 756 6.30
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(6) 【議決権の状況】

　

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式    107,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,848,000　 11,848 ―

単元未満株式 普通株式     45,000　― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 12,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,848 ―

(注）１．「単元未満株式の状況」欄には、自己保有株式 84株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が　3,000株含まれております。また、

「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％）

（自己保有株式）
那須電機鉄工株式会社

東京都新宿区
新宿一丁目１－14

107,000 ＿ 107,000 0.89

計 ― 107,000 ＿ 107,000 0.89

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 429 420 378 345 330 310

最低(円) 349 365 315 313 298 260

(注)　上記の最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部の市場相場によっております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年　7月1

日から平成20年9月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年4月1日から平成20年9月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,780,028 4,427,006

受取手形及び売掛金 ※2
 5,593,521

※2
 7,267,111

製品 1,302,173 1,315,532

仕掛品 4,102,700 4,058,198

原材料 581,134 559,487

その他 545,042 644,722

貸倒引当金 △11,662 △6,696

流動資産合計 16,892,937 18,265,361

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 2,901,268

※1
 2,916,562

機械及び装置（純額） ※1
 1,092,097

※1
 1,028,618

土地 10,425,174 10,425,174

その他（純額） ※1
 112,680

※1
 104,299

有形固定資産合計 14,531,221 14,474,655

無形固定資産 109,910 109,552

投資その他の資産

投資有価証券 1,802,112 1,804,202

その他 683,666 597,417

貸倒引当金 △79,048 △45,484

投資その他の資産合計 2,406,730 2,356,135

固定資産合計 17,047,862 16,940,343

資産合計 33,940,800 35,205,705
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,467,631 7,251,702

短期借入金 2,127,172 1,906,329

1年内返済予定の長期借入金 593,994 532,087

1年内償還予定の社債 1,154,000 1,118,800

未払法人税等 55,795 246,908

賞与引当金 311,373 330,552

役員賞与引当金 － 71,950

その他 1,380,541 1,451,581

流動負債合計 12,090,507 12,909,911

固定負債

社債 1,107,000 1,356,000

長期借入金 1,680,798 1,667,672

再評価に係る繰延税金負債 2,452,199 2,452,199

退職給付引当金 2,615,842 2,629,198

役員退職慰労引当金 257,109 258,461

その他 232,974 290,642

固定負債合計 8,345,923 8,654,173

負債合計 20,436,430 21,564,085

純資産の部

株主資本

資本金 600,000 600,000

資本剰余金 30,725 30,725

利益剰余金 8,815,209 8,930,982

自己株式 △28,243 △27,036

株主資本合計 9,417,691 9,534,671

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 313,236 365,264

土地再評価差額金 3,575,436 3,575,436

評価・換算差額等合計 3,888,672 3,940,700

少数株主持分 198,005 166,247

純資産合計 13,504,369 13,641,619

負債純資産合計 33,940,800 35,205,705
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 12,539,948

売上原価 10,975,147

売上総利益 1,564,800

販売費及び一般管理費 ※1
 1,431,589

営業利益 133,211

営業外収益

受取利息 5,876

受取配当金 24,576

受取賃貸料 61,103

負ののれん償却額 56,260

その他 20,526

営業外収益合計 168,344

営業外費用

支払利息 57,300

社債利息 16,025

賃貸費用 34,152

借入手数料 2,506

その他 35,440

営業外費用合計 145,425

経常利益 156,130

特別利益

投資有価証券売却益 144

特別利益合計 144

特別損失

固定資産除却損 ※2
 16,273

投資有価証券評価損 13,360

災害による損失 11,548

役員退職慰労金 3,557

固定資産売却損 ※3
 1,728

その他 435

特別損失合計 46,904

税金等調整前四半期純利益 109,370

法人税、住民税及び事業税 46,557

法人税等調整額 25,197

法人税等合計 71,754

少数株主利益 34,448

四半期純利益 3,166
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 6,084,449

売上原価 5,371,381

売上総利益 713,068

販売費及び一般管理費 ※1
 718,816

営業損失（△） △5,748

営業外収益

受取利息 1,711

受取配当金 308

受取賃貸料 30,318

負ののれん償却額 28,130

その他 14,453

営業外収益合計 74,922

営業外費用

支払利息 30,448

社債利息 8,388

賃貸費用 16,920

借入手数料 1,260

その他 18,203

営業外費用合計 75,221

経常損失（△） △6,046

特別利益

投資有価証券売却益 144

特別利益合計 144

特別損失

災害による損失 11,548

投資有価証券評価損 8,537

固定資産除却損 ※2
 7,554

固定資産売却損 ※3
 1,742

その他 435

特別損失合計 29,818

税金等調整前四半期純損失（△） △35,720

法人税、住民税及び事業税 △53,874

法人税等調整額 75,428

法人税等合計 21,554

少数株主損失（△） △2,776

四半期純損失（△） △54,498
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 109,370

減価償却費 255,155

負ののれん償却額 △56,260

貸倒引当金の増減額（△は減少） 38,529

賞与引当金の増減額（△は減少） △19,178

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △71,950

退職給付引当金の増減額（△は減少） △13,356

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,351

受取利息及び受取配当金 △30,453

支払利息 73,325

投資有価証券評価損益（△は益） 13,360

投資有価証券売却損益（△は益） △144

有形固定資産売却損益（△は益） 1,728

有形固定資産除却損 16,273

売上債権の増減額（△は増加） 1,673,589

たな卸資産の増減額（△は増加） △51,587

仕入債務の増減額（△は減少） △754,495

未払消費税等の増減額（△は減少） △206,156

前受金の増減額（△は減少） 70,680

その他の流動資産の増減額（△は増加） 58,596

その他の流動負債の増減額（△は減少） 70,401

その他 △35,020

小計 1,141,055

利息及び配当金の受取額 30,453

利息の支払額 △72,478

法人税等の支払額 △245,291

営業活動によるキャッシュ・フロー 853,738
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △77,460

定期預金の払戻による収入 15,000

有形固定資産の取得による支出 △354,910

有形固定資産の売却による収入 1,370

投資有価証券の取得による支出 △101,542

投資有価証券の売却による収入 178

その他 △6,116

投資活動によるキャッシュ・フロー △523,480

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 220,842

長期借入れによる収入 296,960

長期借入金の返済による支出 △221,927

社債の償還による支出 △213,800

自己株式の取得による支出 △383

配当金の支払額 △118,939

少数株主への配当金の支払額 △2,449

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,695

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 290,561

現金及び現金同等物の期首残高 3,855,508

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,146,069
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年7月1日　至　平成20年9月30日)

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日  至　平成20年9月30日)

 会計方針の変更

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号）を第1

四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第2四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益が141,187千円それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日 至 平成20年9月30日)

（繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法）

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日)

該当事項はありません。
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【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成20年4月1日 
 至　平成20年9月30日)

(有形固定資産の耐用年数の変更)

　当社及び連結子会社の機械装置については、従来、耐用

年数を3～13年としておりましたが、第１四半期連結会

計期間より法人税法の改正（所得税法等の一部を改正

する法律 平成20年4月30日 法律第23号)を契機とし見

直しを行い、5～10年に変更しております。

　これにより、当第2四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ

19,823千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載
しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 12,062,398千円※１　有形固定資産の減価償却累計額 12,033,296千円

※２　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 319,035千円

受取手形裏書譲渡高 29,844 〃

※２　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 408,720千円

受取手形裏書譲渡高 279,693 〃

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は下記のとおりであります。

給料手当 404,215千円

賞与引当金繰入額 93,179 〃

退職給付引当金繰入額 27,450 〃

役員退職慰労引当金繰入額 20,492 〃

貸倒引当金繰入額 35,429 〃

研究開発費 181,435 〃

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物、構築物 6,964千円

機械及び装置 8,737 〃

その他 571 〃

　計 16,273 〃

※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

         機械及び装置　　　　　　　　　　1,728千円
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第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は下記のとおりであります。

給料手当 202,303千円

賞与引当金繰入額 45,297 〃

退職給付引当金繰入額 19,151 〃

役員退職慰労引当金繰入額 9,958 〃

貸倒引当金繰入額 33,819 〃

研究開発費 97,162 〃

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物、構築物 1,753千円

機械及び装置 5,269 〃

その他 532 〃

　計 7,554 〃

※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　　　　機械及び装置　　　　　　　　　　1,742千円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月1日 
 至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,780,028千円

預入期間が３か月超の定期預金 △633,958〃

現金及び現金同等物 4,146,069千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年9月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　

平成20年9月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,000,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 107,084

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 118,939 10平成20年3月31日 平成20年6月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第2四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当第2四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年9月30日）

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい

変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年9月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　
　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年9月30日）

当社グループは金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の

対象から除いております。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年7月1日 至　平成20年9月30日）

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　

当第2四半期連結会計期間(自　平成20年7月1日　至　平成20年9月30日)

金属製品事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

5,531,943552,5056,084,449 － 6,084,449

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

25,646 － 25,646(25,646) －

計 5,557,590552,5056,110,095(25,646)6,084,449 

営業利益又は営業損失(△) 208,930△5,709 203,220(208,968)△5,748

　

当第2四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日)

金属製品事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

11,448,1921,091,75512,539,948 － 12,539,948

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

41,286 － 41,286(41,286) －

計 11,489,4781,091,75512,581,234(41,286)12,539,948

営業利益又は営業損失(△) 538,149△12,021526,127(392,916)133,211

(注)　１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

金属製品事業…………電力用鉄塔、通信用鉄塔、電力用金物、通信用金物、道路施設機材、建築鉄骨

その他の事業…………電力用碍子、通信用碍子、電力用樹脂製品、通信用樹脂製品、電力用コンクリート製品

３　消去又は全社に含めた主な内容は、提出会社本社の総務部門等管理部門にかかる費用 392,916千円であり

　　ます。

４ 会計処理方法の変更 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」の「会計方針の変更」の記載のとお　

　り、第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年7月

5日　企業会計基準第9号)を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が金属製品事業において 141,187千

円減少しております。

５　追加情報

(有形固定資産の耐用年数の変更)

「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より耐用年数の変更を行っております。この耐用年

数の変更に伴い、当第２四半期連結累計期間の営業利益が金属製品事業において 19,823千円減少しており

ます。

　　　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年7月1日　至　平成20年9月30日)及び当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日)

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年7月1日　至　平成20年9月30日)及び当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年4月1日　至　平成20年9月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末

(平成20年9月30日)
前連結会計年度末
(平成20年3月31日)

1株当たりの純資産額 1,118円85銭 1株当たりの純資産額 1,132円96銭

(注) 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額 (千円) 13,504,369 13,641,619

純資産の部の合計額から控除する金額 (千円) 198,005 166,247

(うち少数株主持分 (千円)) (198,005) (166,247)

普通株式に係る四半期連結会計期間末
（連結会計年度末）の純資産額 (千円）

13,306,364 13,475,372

１株当たり純資産額の算定に用いられた
四半期連結会計期間末(連結会計年度末)の
普通株式の数 (千株)

11,892 11,893

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び四半期純損失金額

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 
   至　平成20年9月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年7月1日 
   至　平成20年9月30日)

１株当たり四半期純利益金額 0円27銭　　　 １株当たり四半期純損失金額(△) △4円58銭

(注)　１. 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　　　２. 当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３． １株当たり四半期純利益金額及び四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 
   至　平成20年9月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年7月1日 
   至　平成20年9月30日)

四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△) (千円)

3,166 △54,498

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△) (千円）

3,166 △54,498

普通株式の期中平均株式数 (千株) 11,892 11,892

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月6日

那須電機鉄工株式会社

取締役会　御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　野　 口　  准　 史　  ㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山   田    嗣　 也    ㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている那須

電機鉄工株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年7月1日から平成20年9月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年4月1日から平成20年9月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、那須電機鉄工株式会社及び連結子会社の平成

20年9月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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